
資料４ 
保健医療計画 進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

○ 事業実績

○

○

○

○

○

これまでの取組状況

管理者・指導者育成研修
３回　２５２人

看護小規模多機能型居宅介護実務研修
１回　２８人

１１事業所

令和５年度実績

○東京都在宅療養推進会議
２回（７月・３月）

区市町村・地区医師会担当者連絡会
（開催なし）

在宅療養ワーキンググループ
１３圏域（１２月～２月）

４０区市町村（重複を除く）

○区市町村在宅療養推進事業
３６区市町村
（１）在宅医療と介護の提供体制の充
実に向けた先駆的な取組への支援：１
４区市町村
（２）切れ目のない在宅医療提供体制
の構築や医療・介護関係者等への情報
共有に対する支援：２７区市町村
（３）小児等在宅医療推進事業：６区
市町村

○在宅療養環境整備支援事業
２２区市

１４区市

在宅介護・医療協働推進部会
２回開催

教育ステーション
１３箇所

看護師・看護学生向け講演会の実施
１回　１１４人

管理者・指導者育成事業

人材育成も含めた人的資源管理、経
営的にも安定した事業所運営を行え
る管理者を育成するとともに、管理
者同士のネットワーク構築の推進を
図るため、管理者等に対する研修を
実施。
　また、在宅療養の一層の推進を図
るため、看護小規模多機能型居宅介
護に係る研修も実施。

管理者・指導者育成研修
３回　２１３人

看護小規模多機能型居宅介護実務研修
１回　３３人

管理者・指導者育成研修
３回　２４９人

看護小規模多機能型居宅介護実務研修
１回　４０人

管理者・指導者育成研修
３回　３２８人

看護小規模多機能型居宅介護
実務研修
１回　３１人

認定訪問看護師資格取得支援事業

訪問看護の実践と相談・指導ができ
る看護師の育成を支援し、労働意欲
の向上、定着の促進、訪問看護師全
体の質の向上を推進するため、認定
看護師資格取得（対象分野：訪問看
護、皮膚・排泄ケア、認知症看護、
緩和ケア）に係る経費を補助

７事業所 １０事業所

区市町村在宅療養推進事業

区市町村が行う地域の実情に応じた
取組を支援し、在宅療養体制の構築
を図る。

４３区市町村（重複を除く）

○区市町村在宅療養推進事業
３８区市町村
（１）在宅医療と介護の提供体制の充
実に向けた先駆的な取組への支援：１
４区市町村
（２）切れ目のない在宅医療提供体制
の構築や医療・介護関係者等への情報
共有に対する支援：３２区市町村
（３）小児等在宅医療推進事業：６区
市町村

○在宅療養環境整備支援事業
２５区市町村

４０区市町村（重複を除く）

○区市町村在宅療養推進事業
３５区市町村
（１）在宅医療と介護の提供体制の充
実に向けた先駆的な取組への支援：１
２区市町村
（２）切れ目のない在宅医療提供体制
の構築や医療・介護関係者等への情報
共有に対する支援：２９区市町村
（３）小児等在宅医療推進事業：６区
市町村

○在宅療養環境整備支援事業
２４区市町村

６２区市町村

＜課題２＞
地域における在宅療養の推
進

（取組２）
在宅療養患者を支える地域の取
組を促進

区市町村在宅療養推進事業

【再掲】
在宅療養環境整備支援事業（医療保健政
策区市町村包括補助事業）

在宅人工呼吸器使用者療養支援事業（医
療保健政策区市町村包括補助事業）

東京都在宅療養推進会議
訪問看護推進部会

訪問看護の推進に向けた取組につい
て、中・長期的な対策を含め、多角
的・総合的に検討

在宅介護・医療協働推進部会
２回開催
（Ｒ３年度より部会名称変更）

在宅介護・医療協働推進部会
２回開催

在宅介護・医療協働推進部会
３回

地域における教育ステーション事業

訪問看護認定看護師相当の指導者が
配置され育成支援のできる訪問看護
ステーションを教育ステーションに
指定し、地域の小規模事業所のニー
ズに応じた同行訪問等による指導・
助言を行うことにより、地域の訪問
看護人材の育成を支援

教育ステーション
１３箇所

教育ステーション
１３箇所

教育ステーション
１３箇所

訪問看護人材確保事業

都民や看護師等に訪問看護の業務内
容や重要性、その魅力をＰＲし、訪
問看護への理解促進と人材確保を図
るための講演会等を実施

看護師・看護学生向け講演会の実施
１回　１９４人
（Ｒ３年度よりフェスティバルから講
演会形式に変更）

課題 取組 令和３年度実績 令和４年度実績

＜課題１＞
区市町村を実施主体とした
在宅療養体制の構築

（取組１）
地域包括ケアシステムにおける
在宅療養体制の構築

在宅療養普及事業

東京都在宅療養推進会議の開催　

○東京都在宅療養推進会議
２回（１１月・３月）

〇多職種ポータルサイト検討部会
１回（９月）

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）及び
中間見直し（令和３年７月）の内容

事業名 事業概要 令和５年度計画
（予算規模等）

国
庫
負
担

在宅療養環境整備支援事業（医療保健政
策区市町村包括補助事業）

医療保健政策包括補助事業

在宅人工呼吸器使用者療養支援事業（医
療保健政策区市町村包括補助事業）

電力供給の停止がそのまま生命の危
険に直結する恐れのある、在宅人工
呼吸器使用者が停電時等に必要とす
る品目について支援し、在宅療養に
おける安全・安心を確保する。

９区市 １３区市 医療保健政策包括補助事業

広域連携支援
東京都地域医療構想調整会議在宅療
養ワーキンググループの開催

１５事業所

○東京都在宅療養推進会議
１回（３月）

○東京都在宅療養推進会議
２回
○東京都在宅療養推進会議検
討部会
６回
〇小児等在宅医療推進部会
２回

区市町村・地区医師会担当者連絡会
の開催

区市町村・地区医師会担当者連絡会２
回（８月・３月）（書面開催）

区市町村・地区医師会担当者連絡会１
回（８月）（書面開催）

区市町村・地区医師会担当者
連絡会２回

在宅療養ワーキンググループ
１３圏域（１２月～１月）

在宅療養ワーキンググループ
１３圏域（１２月～２月）

在宅療養ワーキンググループ
１３圏域

看護師・看護学生向け講演会の実施
１回　１５７人

看護師・看護学生向け講演会
の実施
１回
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保健医療計画 進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

○ 事業実績

これまでの取組状況

令和５年度実績課題 取組 令和３年度実績 令和４年度実績

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）及び
中間見直し（令和３年７月）の内容

事業名 事業概要 令和５年度計画
（予算規模等）

国
庫
負
担

〇

〇

〇

―

○研修代替：３事業所

○産休等代替：１３人

３５事業所

６人

Ｒ３年度で事業終了
ｅラーニング用の研修動画をYouTubeア
カウントにて公開中

○都民向け普及啓発小冊子
　６０，０００部増刷

○医療介護従事者向け研修
　１回　　５６６名

＿

○入退院時連携強化研修
４回　　６００人

○在宅療養支援窓口取組推進
研修
１回　６０人

○入退院時連携支援事業（人
件費補助）
９６施設

○医療介護従事者向け研修
　１回　　２００名

２１人

○eラーニング
登録者１８８人

○託児サービス付き勉強会
２回　１０１人

○病院内での理解促進研修
５地区（５回）

○病院内での理解促進研修
６地区（６回）

○病院内での理解促進研修
１０地区

○病診連携研修（相互研修）
２地区（１０回）

○病診連携研修（相互研修）
５地区（３３回）

○病診連携研修（相互研修）
１０地区

○多職種連携連絡会
５回（９月～１月 各１回）
※在宅療養に係る多職種連携連絡会の
運営事業として実施

○多職種連携連絡会
２回（９月、１２月）
※在宅療養に係る多職種連携連絡会の
運営事業として実施

○多職種連携連絡会

○在宅療養推進研修
１回（２月）９９名

○病院内での理解促進研修
９地区（９回）

○病診連携研修（相互研修）
７地区（６１回）

○多職種連携連絡会
２回（９月、１１月）

在宅療養研修事業

地域における在宅療養推進の中心的
な役割を担う人材（在宅療養地域
リーダー）を育成する。また、病院
の在宅療養に関する理解促進のため
の研修や地域と病院の相互の研修を
支援することで、病院から在宅療養
への円滑な移行を促進

○在宅療養推進研修
１回（１月）　１１３人

○在宅療養推進研修
１回

○看取り環境整備支援（開設準備経
費）
２施設

○看取り対応支援費補助
１施設

○看取り環境整備支援（開設準備経
費）
０施設

○看取り対応支援費補助
２施設

○看取り環境整備支援（開設
準備経費）
１施設

○看取り対応支援費補助
４施設

○看取り環境整備支援（開設準備経
費）
１施設

○看取り対応支援費補助
４施設

○入退院時連携強化研修
４回（８月、９月、１０月、１月）
５８２人

○在宅療養支援窓口取組推進研修
１回（１２月）　７０人

○入退院時連携支援事業（人件費補
助）
４７施設

＿

○在宅療養推進シンポジウム
１回（３月）　７０人

○在宅療養推進シンポジウム
１回（２月）　２４６人

○在宅療養推進シンポジウム
１回（３月）　１７３人

＜課題３＞
在宅療養生活への円滑な移
行の促進

（取組３）
在宅療養生活への円滑な移行の
促進

入退院時連携強化事業

医療機関における入退院支援に取り
組む人材を育成・確保するととも
に、入退院時における地域との連携
を一層強化し、在宅療養生活への円
滑な移行を促進

○入退院時連携強化研修
４回（１０月、１１月、１２月、１
月）　　５８３人

○在宅療養支援窓口取組推進研修
１回（２月）　４０人

○入退院時連携支援事業（人件費補
助）
７８施設

○入退院時連携強化研修
４回（８月、９月、１０月、１月）
６７６人

○在宅療養支援窓口取組推進研修
１回（１２月）　６４人

○入退院時連携支援事業（人件費補
助）
７５施設

ＡＣＰ推進事業

都民が希望する医療・ケアを受ける
ことができるよう、アドバンス・ケ
ア・プランニング（ＡＣＰ）に関す
る都民への普及啓発と医療・介護関
係者に対する実践力の向上のための
研修等を実施

○都民向け普及啓発小冊子
　６０，０００部増刷（Ｒ３～４年
度）

○医療介護従事者向け研修
　１回　　７４８名

○都民向け普及啓発小冊子
　１５，０００部増刷

○医療介護従事者向け研修
　１回　　１，０９０名

＜課題２＞
地域における在宅療養の推
進

（取組２）
在宅療養患者を支える地域の取
組を促進

訪問看護ステーション事務職員雇用支援
事業

事務職員の配置のない訪問看護ス
テーションが、看護職員の事務負担
軽減のために新たに事務職員を雇用
する場合、事務職員の雇用に係る経
費を補助

３４事業所 ３５事業所

訪問看護ステーション及び看護小規
模多機能型居宅介護事業所の開設や
運営の安定化・効率化や経営基盤の
強化を支援するため、経営コンサル
タントによる個別相談会を実施

―

暮らしの場における看取り支援事業
在宅や施設等の住み慣れた暮らしの
場における看取りを支援

○有料老人ホーム向け看取り研修
１回  85人
○特養向け区市町村看取り研修事業
―

○有料老人ホーム向け看取り研修
１回  ８２人

訪問看護師オンデマンド研修事業

休職中や育児・介護中等の訪問看護
師を対象に、eラーニングや託児サー
ビス付き勉強会等を実施すること
で、育児や家族の介護等をしながら
でもスキルアップできる環境の整備
を図る

新任訪問看護師就労応援事業

看護職に対し、訪問看護への理解促
進を図るとともに、訪問看護未経験
の看護職を雇用し、育成を行う訪問
看護ステーションに対し、教育体制
の強化を図るための支援策を行うこ
とにより、訪問看護未経験の看護職
が不安なく訪問看護分野への就労を
選択できる環境を整え、もって、就
労を促し、質の高い訪問看護師の確
保を図る

１２人
（Ｒ３年度より事業名を新任訪問看護
師育成支援事業へ変更。事業内容も変
更）

１３人

― ―

訪問看護ステーション代替職員（研修及
び産休等）確保支援事業

訪問看護ステーションで働く訪問看
護師の勤務環境向上と定着推進のた
め、研修受講や産休・介休等を取得
する場合に、必要な代替職員を確保
する経費を支援し、訪問看護のサー
ビス量確保と質の向上を図る

○研修代替：実績なし

○産休等代替：４人

○研修代替：１事業所

○産休等代替：１０人

○研修代替：２６日

○産休等代替：１５人

訪問看護等事業開始等運営支援事業

○在宅療養推進シンポジウム
１回

Ｒ３年度で事業終了
eラーニング用の研修動画をYouTubeア
カウントにて公開中

―

２６事業所

○在宅療養推進研修
１回（３月）　７３人
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○ 事業実績

これまでの取組状況

令和５年度実績課題 取組 令和３年度実績 令和４年度実績

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）及び
中間見直し（令和３年７月）の内容

事業名 事業概要 令和５年度計画
（予算規模等）

国
庫
負
担

＜課題４＞
在宅療養に関わる人材育
成・確保

（取組４）
在宅療養に関わる人材育成・確
保

在宅療養研修事業 【再掲】

＜課題５＞
都民の在宅療養に関する理
解の促進

（取組５）
在宅療養に関する都民への普及
啓発

在宅療養普及事業 【再掲】

在宅医療参入促進事業

訪問診療等を実施していない診療所
医師等に対する在宅医療に関する理
解の促進を図るためのセミナーを開
催し、在宅医療への参入促進を図
る。

○在宅医療参入促進セミナー
　動画配信（２月）１０２人
　意見交換会（２月）　７人

○同行研修
　４回

○在宅医療参入促進セミナー
　動画配信（１～２月）９９人
　個別相談会（２月）　２件

○同行研修
　３回

○在宅医療参入促進セミナー
８０人×２回

○同行訪問
２０回

小児等在宅医療推進研修事業
在宅医及び看護師等を対象とした小
児医療に関する研修を実施し、小児
等在宅医療への参入促進を図る。

○基礎編
１回（９月）１２５人

○実践編（同行訪問）
１８人

○基礎編
１回（１０月）９９人

○実践編（同行訪問）
１９人

○基礎編
１回　９０人

○実践編（同行訪問）
２０人

東京都在宅療養推進会議訪問看護推進部
会

地域における教育ステーション事業

訪問看護人材確保事業

管理者・指導者育成事業

認定訪問看護師資格取得支援事業

訪問看護ステーション代替職員（研修及
び産休等）確保支援事業

新任訪問看護師就労応援事業

暮らしの場における看取り支援事業

【再掲】

訪問看護師オンデマンド研修事業

○在宅医療参入促進セミナー
　動画配信（１２～１月）１５８人
　個別相談会（２月）　１４件

○同行研修
　６回

○基礎編
１回（月）８４人

○実践編（同行訪問）
１６人


